
Ⅰ．はじめに

　リモートセンシングデータは，広域を同時に把握することがで

き，経時的変化について捉えることができる。また，可視光以外

の赤外光などの多様な波長の光を観測することができ，空中写真

とは異なる特有の情報を提供する。ところで，２０００年５月に熊本

県菊池市の竜門ダムと大分県中津江村の津江分水堰を結ぶ津江導

水路が完成した。このような一定規模以上の事業については環境

影響評価法によって環境への影響の予測と評価が義務付けられて

いる。また，地方自治体が制定する条例には事業開始後のフォ

ローアップ（事後評価）を義務付けるものも存在する（2）。こ

うした社会的な評価システムもふまえつつ，本研究では津江導水

路建設の事後評価を行うこととした。

　本研究の目的は，津江導水路建設前後のリモートセンシング

データを用いて，津江導水路建設が周辺森林の活性等に及ぼす影

響について解析を行った。

Ⅱ．対象地及び使用データ

　対象地は，熊本県菊池市の竜門ダムと大分県中津江村の津江分

水堰を結ぶ津江導水路である（図－１）。津江導水路は昭和６２年

に着工され，平成１２年５月に完成した。導水路の標高は津江分水

堰部で３０８．３m，そこから竜門ダム側に１／１，０００の勾配で下る。

導水路の特徴は，長さが１２．２km，導水路断面の半径が１．４２５m，

最大通水量が１０m３／ s，構造は馬蹄型コンクリート（インバート

水平型）である。

　リモートセンシングデータとしてLANDSAT／TMデータ（以

下，TMデータ）を用いた。導水路建設前として１９８５年５月２日，

導水路建設中として１９９８年４月４日観測の２つのTMデータを用

いた。今回は特にTMデータのバンド３，４，５，７を使用した。こ

れらのバンドは，植生を対象としたリモートセンシングで有効な

波長帯をカバーしている。地形を考慮するために国土地理院発行

の数値地図５０mメッシュ（標高）を使用した。使用の際には，用

いる衛星データを解像度に合わせてピクセルサイズを３０mに変換
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データを用いて導水路建設前後での森林モニタリングを行った。対象地は大分県中津江村，上津江村，熊本県菊池市である。この地域に

２０００年５月に大分県の津江村から熊本県の竜門ダムを結ぶ導水路が建設され，その周辺環境への影響評価が求められている ｡解析に使用

したリモートセンシングデータはLANDSAT／TMデ－タである。導水路建設前後のLANDSAT／TMデータを用いて，地下導水路上の
データとその周辺地域のデータを比較し，変化の動向を追った。その結果，導水路建設後のLANDSAT／TMデータのバンド３とバンド
７で地下導水路上とその周辺地域について有意差が認められた。しかし，今回の結果はある一時点の変化抽出であるため，更なる詳細な

解析が必要であると考えられる。
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図－１．対象地周辺の概要



した。

　なお，解析ソフトとしてTMデータの処理についてはERDAS　

Imagine　Ver．８．５を用いた。

Ⅲ．解析方法

　１．解析対象区および比較対象区の設定

　本研究では，導水路上の森林のモニタリングが目的である。そ

こで，導水路の地図をスキャニングし，その位置をデジタイズし

た。デジタイズした線上のピクセルを解析対象区 lineとした。さ

らに，解析対象区である line から幅３００m（１０ピクセル）のバッ

ファーを作成し，比較対象区を設定した。この比較対象区に含ま

れる区域からランダムにデータを抽出し解析に用いた（以後，こ

の比較対象区のデータを area とする）。対象区のサンプルは，line

が２８５ピクセル，area が６，９００ピクセルとなっている。

　２．植生地と非植生地の分類

 次に，１９８５年，１９９８年それぞれのリモートセンシングデータに

ついて植生地（森林・草地など）と非植生地（伐採地・裸地な

ど）の分類を行った。分類は，まず教師なし分類の ISODATA

分類を用いて１５個のクラスに分類した。なお，教師なし分類には，

バンド３，４，５を用いた。その後，トゥルーカラーで表示した画

像と１５クラスに分類した画像を比べ，目視により植生地と非植生

地の２つのクラスに統合した。そして，１９８５年・１９９８年において

植生地に分類されたピクセルを line,area から抽出した。

　３．地形効果

　山岳地の森林では陰影の発生，すなわち地形効果がリモートセ

ンシングデータを解析する際，最も大きな障壁となる（1）。地

形効果とは，太陽方位，太陽天頂角，斜面方位，斜面傾斜角に

よって斜面に位置する対象物の見かけの分光反射率が変動するこ

とである。特に太陽方位や太陽天頂角は，季節やリモートセンシ

ングデータの取得時刻によって大きく変動する。そこで，今回の

解析では次式を用いて太陽入射角の余弦である cos i（3）を求め，

地形効果を考慮することとした。

　　cos i＝ cos Z cos β＋ sin Z sin β cos （α－γ）

ここで，iは太陽入射角，Zは太陽天頂角，βは斜面傾斜角，αは

斜面方位，γは太陽方位を表す。

　４．解析対象区（line）と比較対象区（area）の比較

　解析は太陽入射角の余弦である cos iを（ア）cos i＜０．６，（イ）

０．６≦ cos i＜０．８，（ウ）０．８≦ cos i≦１．０の３つに区分して行っ

た。比較は，それぞれの年の各バンドでヒストグラムを作成し，

lineとareaについて平均値の検討を行った。平均値の比較の際に

は，t検定を採用した。

Ⅳ．結　果

　１９８５年，１９９８年それぞれで（ア）（イ）（ウ）に分けて，各バン

ドについてlineとareaで比較を行った。表－１にt検定の結果を

示す。

　（ア）の場合，１９９８年の各バンドについて line と area では有意

差がみられなかったが１９８５年ではバンド４について有意水準５％

で有意差が認められ，line の平均値が area の平均値よりも高く

なっていた。

　（イ）の場合，１９８５年，１９９８年ともにすべてのバンドで line と

area に有意差はみられなかった。

　（ウ）の場合，１９８５年ではすべてのバンドで line と area につい

て有意差がみられなかった。１９９８年では，バンド３とバンド７に

ついて有意水準５％で有意差が認められバンド３，７ともに area

よりも line の平均値が高かった（図－２）。

Ⅴ．考　察

　各バンドについての比較の結果，０．８≦ cos i≦１．０のとき，バ

ンド３とバンド７について有意差が認められた。バンド３は可視

赤色域の波長帯を捉えており，植生の活性と負の相関がある

（4）。バンド３は，lineの分布がareaの分布よりも高くなっており，

line 上の植生の活性が低下している可能性を示している。また，

バンド７の観測波長帯は中間赤外域であり，葉の水分含有量が低

下するとバンド７の値が高くなることが一般的に知られている。

そのことから lineに位置する葉の水分含有量の低下について可能

性が示唆された。

　今回は，太陽入射角を算出し，光の反射率が同等になるような

３区分に分けて解析を行ったため，地形による誤差は少なくする

ことができたと考えられる。

　しかし，今回の結果は，cos i＜０．６でバンド４に，０．８≦cos i≦

１．０でバンド３とバンド７に有意差が認められるといったように

一連の傾向が見られない。特に，導水路建設前である１９８５年の比

較で有意差が認められている。この結果は，植生区分を植生地と

非植生地の２つのクラスに分類したことに起因していると考えら

れる。この植生地のクラスには，いくつかの森林タイプが混在し

ている可能性があり，この森林タイプの混在によって誤差が生じ，

有意差を検出したのではないかと考えられる。また，line と area

の設定に関しても今回は導水路上とその周辺としたが，導水路の

影響がどの程度の範囲まで達するのか考慮して lineの幅の設定を

変化させる必要がある。さらに，導水路の標高と地表面の標高に

ついても考慮しなければならない。

Ⅵ．おわりに

　このような解析方法が確立できれば，大規模工事が周辺の植生

に与える影響を工事前後のリモートセンシングデータを用いるこ

とで評価することが可能になる。今後，環境影響評価はさらに重

要視されることが考えられるため，リモートセンシングを用いた

影響評価手法の確立を検討していきたい。
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表－１．cos iの区分による１９８５年と１９９８年の各バンドにおける lineと
areaの t検定の結果（ア）cos i＜０．６（イ）０．６≦cos i＜０．８
（ウ）０．８≦ cos i≦１．０

（ウ）
１９８５年　１９９８年

（イ）
１９８５年　１９９８年

（ア）
１９８５年　１９９８年

　　　　＊band３

＊　　　　　band４

band５

　　　　＊band７

＊　有意水準５％有意差あり
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図－２．０．８≦cos i≦１．０におけるバンドのlineとareaのDN
値の分布（A）バンド３（B）バンド７


